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はじめに
我が国においては，基本的人権の尊重を基本理念の一つとする「日本国憲法」（以下「憲

法」という。）の下で，国政の全般にわたり，人権に関する諸制度の整備や諸施策の推進
が図られてきた。それは，憲法のみならず，戦後，国際連合（以下「国連」という。）に
おいて作成され，現在，我が国が締結している人権諸条約等の国際準則にものっとって行
われている。また，我が国では，長年にわたり，国，地方公共団体と人権擁護委員を始め
とする民間のボランティアとが一体となって，地域に密着した地道な人権擁護活動を積み
重ねてきた。その成果もあって，人権尊重の理念が広く国民に浸透し，基本的には人権を
尊重する社会が築かれているということができる。

一方で，人権課題の生起がやむことはなく，近年の急速な情報通信技術の進展や外国人
の入国者数の増加等による情報化や国際化に加えて，晩婚化や平均寿命の伸長その他の原
因による少子化や高齢化等により，我が国社会が急激な変化にさらされる中，インターネッ
ト上の人権侵害，外国人の人権問題，子どもの人権問題，障害のある人や高齢者の人権問
題，企業等における各種ハラスメント等が関心を集めることとなっている。

法務省の人権擁護機関では，「人権侵犯事件調査処理規程」（平成16年法務省訓令第２号）
に基づき，人権侵害を受けた者からの申告等を端緒に人権侵害による被害の救済に努めて
いるところ，令和元年に法務省の人権擁護機関が新規に救済手続を開始した人権侵犯事件
数は１万5,420件である。これを類型別に見ると，学校におけるいじめ事案が2,944件（19.1％）
と最も多く，次いで，暴行・虐待事案が2,298件（14.9％），プライバシー関係事案が2,197
件（14.2％），労働権関係事案が1,836件（11.9％），住居・生活の安全関係事案が1,828件

（11.9％），強制・強要事案が1,647件（10.7％）などとなっている（資-29頁参照）。
特に，子どもの人権に関しては，文部科学省が行った平成30年度「児童生徒の問題行動・

不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査」によれば，小・中・高等学校における，暴力
行為の発生件数は７万2,940件と依然として憂慮すべき状況が見られ，また，小・中・高
等学校及び特別支援学校におけるいじめの認知件数は，54万3,933件となり，いじめによ
る重大な被害が生じた事案も引き続き発生しているなど，教育上の大きな課題となってい
る。さらに，全国の児童相談所における児童虐待に関する相談対応件数は平成30年度には
15万9,838件と，これまでで最多の件数となっている。

このような状況を踏まえ，政府では，府省庁間の連携を図りながら，国民に対する人権
教育・啓発活動を更に推進している。

学校教育においては，学校の教育活動全体を通じた人権教育の一層の充実等，人権尊重
の意識を高める取組を行うとともに，社会教育においては，国や大学が実施する社会教育



主事等を対象とした講習や研修を通じて，多様な人権課題に対応することができる指導者
の育成及び資質の向上を図っている。

また，国民が人権について正しい認識を持ち，それらの認識が，日常生活の中での態度
面，行動面等に確実に根付くことにより，人権侵害のない社会が実現されるよう，法務省
の人権擁護機関が，関係府省庁や地方公共団体等と連携しつつ，様々な啓発活動等に取り
組んでいる。

本書は，令和元年度において各府省庁が取り組んだ人権教育・啓発の施策を「人権教育
及び人権啓発施策」として取りまとめ，国会に報告するものである。
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